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市設建築物ストックの現況
（令和３年４月現在）



１．市設建築物の分類

1

・市設建築物は、庁舎や市民利用施設、学校、市営住宅など多岐にわたっており、用途分類及び主な施設について
は、以下の表のとおりとなる。

区分 大分類 中分類 主な施設

教育施設 生涯学習センター、野外活動施設、国際学校
図書館
美術館・博物館等 公文書館
会館・ホール 区民センター、区民ホール、区民会館、男女共同参画センター、中央公会堂
スポーツ施設 スポーツセンター、プール、競技場
幼稚園 幼稚園
老人福祉施設 老人福祉センター、地域在宅サービスセンター
障がい者福祉施設 作業指導所、障がい者スポーツセンター、障がい者会館
児童福祉施設 保育所、母子生活支援施設、障がい児施設、こども相談センター
その他社会福祉施設 生活保護施設、弘済院
保健関係施設 介護老人保健施設、検査所
商業施設 小売市場民営活性化事業施設、購買施設
展示場 国際見本市会場
その他流通産業施設 工場アパート
一般会計インフラ施設 渡船待合所
駐車場 立体駐車場、地下駐車場、自転車駐車場・管理事務所、自転車保管所
公園付帯施設 休憩所、便所、倉庫、詰所
庁舎等 市庁舎、区役所・出張所、保健福祉センター・分館
事務所・営業所 工営所、公園事務所、環境事業センター、計量検査所、基地
消防施設 消防局庁舎、消防署・出張所、消防学校、防災センター、災害待機宿舎
地域利用施設 老人憩の家、地域集会施設
処理施設
斎場・霊園
一般会計その他施設 備蓄倉庫、公衆便所、観測局、災害対策用職員住宅
小学校
中学校
高等学校
市営住宅

水道施設 水質試験所施設、施設保全センター、研修センター
水道その他施設 水道センター、水道記念館
特別会計駐車場
港湾施設 港湾管理事務所、上屋
港湾その他施設 舞洲運動施設
中央卸売市場

特別会計その他施設 特別会計施設のうち、上記のいずれにもあてはまらないもの
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２．市設建築物の分類別保有量

(１) 市設建築物全体

・市設建築物全体の保有量は2,699施設、延床面積の合計は約1,351万㎡となっている。

・施設数の内訳は、一般施設が1,617施設、学校施設が441施設、市営住宅が487施設、特別会計施設が
154施設となっている。

・延床面積の内訳は、一般施設が約233万㎡、学校施設が約314万㎡、市営住宅が約703万㎡、特別会計
施設が約101万㎡となっている。

【分類別施設数割合（市設建築物全体）】 【分類別延床面積割合（市設建築物全体）】

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
※延床面積は一般施設・市営住宅・特別会計施設については建築基準法上の面積、学校施設については文部科学省基準の面積とする。 2

分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

一般施設 1,617 2,334,800 ㎡ 1,444 ㎡

学校施設 441 3,136,000 ㎡ 7,111 ㎡

市営住宅 487 7,030,356 ㎡ 14,436 ㎡

特別会計施設 154 1,006,655 ㎡ 6,537 ㎡

合計 2,699 13,507,811 ㎡ 5,005 ㎡
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(2) 一般施設

・一般施設における分類別（大分類）の割合を見ると、施設数では一般会計その他施設を除くとイン
フラ関係施設が最も多くなっており、次いで、社会福祉・保健施設が多くなっている。

・延床面積では教育・文化・スポーツ施設が最も多く、次いで、庁舎・事務所が多くなっている。

・一般施設の１施設当りの平均延床面積は約1,444㎡である。

【規模別施設数（一般施設）】

【分類別施設数割合（一般施設）】 【分類別延床面積割合（一般施設）】

3※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。
※延床面積は一般施設については建築基準法上の面積とする。

大分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

教育・文化・
スポーツ施設 218 760,641 ㎡ 3,489 ㎡

社会福祉・保健施設 227 278,469 ㎡ 1,227 ㎡

流通産業施設 26 174,220 ㎡ 6,701 ㎡

インフラ関係施設 423 100,784 ㎡ 238 ㎡

庁舎・事務所 213 580,070 ㎡ 2,723 ㎡

一般会計その他施設 510 440,617 ㎡ 864 ㎡

合計 1,617 2,334,800 ㎡ 1,444 ㎡
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・一般施設の延床面積は、前年度データ（令和２年４月１日当時）と比べて約237万㎡から約233万㎡と減
少している。

・一般施設を分類別（中分類）に見ると、施設数では一般会計その他施設を除くと地域利用施設が最も多
く253施設となっており、次いで、公園付帯施設や駐車場が多くなっている。

・延床面積では、一般会計その他施設を除くとスポーツ施設が最も多く約33万㎡となっており、次いで、
庁舎等や会館・ホールが多くなっている。

○一般施設の分類別（中分類）保有量

【分類別延床面積（一般施設）】

4
※地方独立行政法人に移管された施設は含まず。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。
※延床面積は一般施設については建築基準法上の面積とする。

大分類 中分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

教育施設 10 39,558 ㎡ 3,956 ㎡

図書館 24 58,242 ㎡ 2,427 ㎡

美術館・博物館等 5 19,413 ㎡ 3,883 ㎡

会館・ホール 63 260,792 ㎡ 4,140 ㎡

スポーツ施設 64 333,809 ㎡ 5,216 ㎡

幼稚園 52 48,828 ㎡ 939 ㎡

老人福祉施設 35 25,360 ㎡ 725 ㎡

障がい者福祉施設 14 37,296 ㎡ 2,664 ㎡

児童福祉施設 148 120,194 ㎡ 812 ㎡

その他社会福祉施設 12 50,667 ㎡ 4,222 ㎡

保健関係施設 18 44,951 ㎡ 2,497 ㎡

商業施設 17 20,139 ㎡ 1,185 ㎡

展示場 1 127,293 ㎡ 127,293 ㎡

その他流通産業施設 8 26,789 ㎡ 3,349 ㎡

一般会計インフラ施設 25 4,962 ㎡ 198 ㎡

駐車場 177 21,069 ㎡ 119 ㎡

公園付帯施設 221 74,754 ㎡ 338 ㎡

庁舎等 45 304,538 ㎡ 6,768 ㎡

事務所・営業所 62 141,406 ㎡ 2,281 ㎡

消防施設 106 134,125 ㎡ 1,265 ㎡

地域利用施設 253 32,964 ㎡ 130 ㎡

処理施設 2 1,279 ㎡ 640 ㎡

斎場・霊園 15 32,757 ㎡ 2,184 ㎡

一般会計その他施設 240 373,616 ㎡ 1,557 ㎡

1,617 2,334,800 ㎡ 1,444 ㎡
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(3) 学校施設

・学校施設における分類別の割合を見ると、施設数・延床面積ともに小学校が最も多く、過半数を占めてい
る。

・学校施設の１施設当りの平均延床面積は約7,111㎡で、5,000㎡以上8,000㎡未満の規模の施設が、全体の約
７割を占めている。

【規模別施設数（学校施設）】

【分類別施設数割合（学校施設）】 【分類別延床面積割合（学校施設）】

5※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
※延床面積は学校施設については文部科学省基準の面積とする。

中分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

小学校 290 1,795,631 ㎡ 6,192 ㎡

中学校 130 1,001,135 ㎡ 7,701 ㎡

高等学校 21 339,234 ㎡ 16,154 ㎡

合計 441 3,136,000 ㎡ 7,111 ㎡
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(4) 市営住宅

・市営住宅の１施設当りの平均延床面積は約14,436㎡で、5,000㎡以上20,000㎡未満の規模の施設が、
全体の約４割を占めている。

【規模別施設数（市営住宅）】

6※延床面積は市営住宅については建築基準法上の面積とする。

中分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

市営住宅 487 7,030,356 ㎡ 14,436 ㎡
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(5) 特別会計施設

【規模別施設数（特別会計施設）】

【分類別施設数割合（特別会計施設）】 【分類別延床面積割合（特別会計施設）】

・特別会計施設を分類別に見ると、施設数では港湾関係施設が最も多くなっている。

・延床面積では中央卸売市場の割合が最も多く、全体の約５割を占めている。

・特別会計施設の１施設当りの平均延床面積は約6,537㎡である。

7※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わない、または100％にならない場合がある。
※延床面積は特別会計施設については建築基準法上の面積とする。

大分類 施設数 延床面積 1施設当り面積

上水道関係施設 25 42,534 ㎡ 1,701 ㎡

駐車場関係施設 14 91,031 ㎡ 6,502 ㎡

港湾関係施設 112 362,733 ㎡ 3,239 ㎡

中央卸売市場 3 510,356 ㎡ 170,119 ㎡

合計 154 1,006,655 ㎡ 6,537 ㎡
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【建築年別延床面積（全体）】

３．市設建築物の建築年別保有量

・市設建築物を建築年別に見ると、1960年代後半から1970年代にかけて、また1990年代に建築されたも
のが多くなっている。

・大規模な修繕が必要になると考えられている建築後30年以上経過した建物は、全体の61.2％となって
おり、多くの設備機器等において更新時期を迎えてきている。

・近年は新規の施設整備の抑制に取り組んでおり、年間建設量は減少している。

※延床面積は一般施設・市営住宅・特別会計施設については建築基準法上の面積、学校施設については文部科学省基準の面積とする。
※建築年は一般施設・学校施設・特別会計施設については竣工年、市営住宅については着工年度としている。

(1) 市設建築物全体

【建築年別延床面積の割合（全体）】

1992～2001年（10～19年）24.1% 1982～1991年（20～29年）19.7% 1972～1981年（30～39年）25.5%1962～1971年（40～49年）17.0%1961年以上（50年以上）3.8%2002～2011年（0～9年）9.9%

【1974年(昭和49年)】
448,937 ㎡ 【1996年(平成8年)】

433,729 ㎡
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・1990年代に建築されたものが多く、延床面積で全体の約３分の１を占めており、特に1996年（平成8年）
に建築されたものは約20万㎡となっている。また、近年の建設量は減少している。

【建築年別延床面積（一般施設）】

【1996年(平成8年)】
202,081 ㎡

(2) 一般施設

【建築年別延床面積の割合（一般施設）】

延床面積

9※延床面積は一般施設については建築基準法上の面積とする。
※建築年は一般施設については竣工年としている。
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・1970年代に建築されたものが多く、延床面積で全体の約３割を占めており、特に1974年（昭和49年）に建
築されたものは約11万㎡となっている。また、他施設と同様に近年の建設量は減少している。

【建築年別延床面積（学校施設）】

(3) 学校施設

【建築年別延床面積の割合（学校施設）】

延床面積

【1974年（昭和49年）】
106,668 ㎡

建
築
年（

経
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年
数
）

10
※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
※延床面積は学校施設については文部科学省基準の面積とする。
※建築年は学校施設については竣工年としている。
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【建築年別延床面積（市営住宅）】

(4) 市営住宅

・これまで老朽化した住宅の建替えを計画的に進めてきたことから、1950年代後半から1960年代前半に
建築された住宅は概ね建替えを完了している。

・建築年別延床面積は他施設と比べると比較的均等に分布しているが、1971年（昭和46年）に建築され
たものが最も多く約26万㎡となっている。また、他施設と同様に近年の建設量は減少している。

【建築年別延床面積の割合（市営住宅）】
延床面積

【1971年（昭和46年）】
262,872 ㎡

建
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経
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）
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※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
※延床面積は市営住宅については建築基準法上の面積とする。
※建築年は市営住宅については着工年度としている。
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(5) 特別会計施設

・1990年代に建築されたものが多く、延床面積で全体の約４割を占めており、特に1979年（昭和54年）
及び1999年（平成11年）に建築されたものはそれぞれ約９万㎡となっている。建設量は年度ごとにば
らつきがあるが、他施設と同様に近年は減少している。

【経過年数別延床面積（特別会計施設）】【経過年数別延床面積の割合（特別会計施設）】

延床面積
【1979年(昭和54年)】

93,358 ㎡

【1999年(平成11年)】
93,537 ㎡

建
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※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
※延床面積は特別会計施設については建築基準法上の面積とする。
※建築年は特別会計施設については竣工年としている。
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＜経過年数30年以上の割合＞

・30年以上経過している割合は、一般施設は46.1％、学校施設は67.4％、市営住宅は64.7％、特別会
計施設は52.5％となっている。

・一般施設において30年以上経過している割合は、一般会計その他施設を除くと、社会福祉・保健施
設が最も多く63.3％となっており、次いで、庁舎・事務所が47.5％、流通産業施設が41.6％となっ
ている。

【分類別経過年数の割合（延床面積：市設建築物全体）】

64.7％ 47.5％ 41.6％ 30.9％ 25.8％46.1％67.4％ 52.5％61.2％ 63.3％66.3％

(6) 市設建築物の用途別経過年数

一般施設

【0～9年】

4.4％

【10～19年】

11.3％

【30～39年】

20.6％

【40年以上】

40.6％

【20～29年】

23.1％

13
※延床面積は一般施設・市営住宅・特別会計施設については建築基準法上の面積、学校施設については文部科学省基準の面積とする。

市設建築物全体


